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1. 基本的事項

本調達名

医療情報プラットフォーム接続型 病院間コンサルティングアプリケーション設計・構築業務委託

履行期間

契約締結の日から令和９年３月 31 日まで

用語の定義

本仕様書における各種単語について次のとおり定義する。

単語名

発注者 本調達の発注者である神奈川県立病院機構を指す。

受注者 本調達を受注した事業者を指す。

各病院 発注者が運営する 5 病院（足柄上病院、こども医療センター、精神医療セン

ター、がんセンター、循環器呼吸器病センター）を指す。

病院間コンサルティング 病院同士が連携し、片方の病院がもう一方の病院に対して専門的な助言・

支援を行うことを指す。

本システム 病院間コンサルティングアプリケーションを指す。

クライアント端末 神奈川県立病院機構に設置され、職員が本システムを利用するために操作

する業務用 PC 等の機器を指す。

利用者 発注者が運営する各病院に所属する医師等の医療従事者及び事務職員で

本システムを利用して病院間コンサルティング業務を行うものを指す。

神奈川県立病院機構ネットワーク インターネットの閲覧や事務系業務システムを使用するためのネットワーク

基盤を指す。以下、機構ネットワークという。

HISネットワーク 各病院において電子カルテ等の情報基盤を利用するための医療情報系ネ

ットワークを指す。

仮想ブラウザ 機構ネットワーク内のサーバー基盤上で提供される仮想的な Web ブラウ

ザ環境を指す。各病院のクライアント端末が、直接インターネット等へ接続

することなく、本システムへアクセスするための経路として用いられる。

医療情報プラットフォーム

(MedicalInformationPlatform)

各病院が運用する医療情報システムに格納する各種データを収集し、発注

者全体での横断的なデータ利活用や DX を推進するため、別途整備を進

めている情報基盤を指す。以下、MIP という。

MIP 構築事業者 発注者が別途整備を進める MIP の設計、構築及び運用・保守を担う事業

者を指す。API 連携や障害切り分け等において本調達における受注者との

協働が必要となる。

MIPポータル MIP において構築される共通ポータル機能を指す。Entra ID による利

用者認証を行い、利用可能な各業務アプリケーションへのトークン連携及

び起動導線を提供する入口として機能する。
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単語名

データの標準化 システムごとに異なる医療情報の項目やデータ形式等を、システム間で横

断的なデータ活用ができるよう共通のルールやフォーマットに統一するこ

とを指す。

標準コード データの標準化において用いられる、全国的あるいは国際的に定められた

共通のコード体系等を指す。本仕様書においては、HL7 FHIR や JLAC11

（臨床検査項目）、ICD10,11（疾病、傷害及び死因の統計分類）等を想定す

る。

機微情報 個人情報のうち、本システム上での共有や二次利用を原則制限（非公開又

はマスキング）すべき情報。具体的には、「社会的・法的機微情報」「特定の

疾病・遺伝情報」「特別管理情報（職員・VIP 情報等）」及びその他発注者が

指定する情報を指す。

監査ログ 本システムにおける操作・参照等の履歴を記録する業務監査用ログ

（AuditLog）を指す。

アクセスログ MIP 側で記録される API アクセス履歴ログを指す。

P95（95パーセンタイル） 全体の処理のうち、95％がこの値以下の時間で完了することを示す指標

を指す。本仕様書における性能要件は、原則として本指標を基準として定

義する。

UI User Interface の略で、アプリケーションの画面等、ユーザーとサービ

ス・製品との接点（タッチポイント）を指す。

UX User eXperience の略であり、サービスや製品の使用で得られるユー

ザー体験を指す。

調達の背景及び目的

① 調達の背景

発注者は、各病院間における情報連携の高度化及び業務効率化を目的として、MIP の整備を進めている。

MIP は、各病院において、医療情報等を共通的に取り扱うための基盤であり、標準化・構造化されたデータ

を活用し、今後、複数の業務システム等と連携していくことを想定している。

一方、各病院間で実施される診療相談等のコンサルティング業務においては、現在、次の課題を抱えており、

医療の質の確保や継続的な運用の観点から改善が求められている。

各病院の医療情報共有が紹介状や患者の往来等の従来型手段に依存しており、迅速かつ円滑な情報共

有が困難となっているため、専門人材の知見を組織横断的に活用しきれていない。

業務の進捗状況や対応履歴が可視化されにくく、関係者間での認識共有が図りづらい。

② 調達の目的

本調達は、前述の課題を解決するため、MIP を前提とした病院横断の診療相談等を円滑化する業務支援基

盤として、本システムを設計・構築することを目的とする。
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本システムにより、主に次の点を目指す。

MIP において標準化されたデータを各病院間で共有・連携し、診療相談等に必要な情報をシステム上で

参照・活用できる環境を整備する。

業務の進捗状況や対応履歴を可視化するとともに、専門人材の知見を組織横断的に活用可能とするこ

とで、医療安全の向上に資する業務形態への転換を可能にする環境を整備する。

患者の紹介や移動等に伴う負担の軽減を目指し、必要な医療情報を適切なタイミングで共有・参照でき

る環境を整備する。

調達の基本方針

① 基本方針

本調達におけるシステムの設計・構築に当たっては、前述の目的を達成し、現在の課題を解決するため、次の

基本方針に基づいて実施すること。

病院間コンサルティング業務のシステム化と MIP 標準データの活用

対面や物理的な手段に依存することなく、依頼から対応、完結に至るまでの一連の業務をシステム上で

完結して実施できること。その際、各病院の電子カルテシステムとは個別に接続せず、MIP からデータ

を取得・利用するアーキテクチャを基本とすること。

対応漏れを防止するプロセス面の安全確保

病院間コンサルティング業務の発生及び進行状況を適切に可視化し、対応漏れや対応遅延が極力発生

しないよう業務を支援すること。

医療安全を担保する UI/UX の重視

本システムは、医療判断に係る業務を支援するアプリケーションであるため、主たる操作者である医師

の誤操作を防ぐとともに、進行管理等をサポートする他職種が直感的に病院間コンサルティング業務の

発生及び進行状況を把握でき、ステータスや通知の見落としを防ぐ安全・確実な画面設計を重視するこ

と。

将来の変更及び拡張を前提とした設計思想

MIP が構築中であることを踏まえ、API 仕様や標準化内容、認証方式等の変更が生じ得ることを前提

として設計するとともに、各病院の利用形態や環境差を考慮した段階的な展開及び将来的な機能拡張

への柔軟な対応が可能な設計を採用すること。

調達の前提条件

① システム構成

本システムの設計・構築に当たっては、次の事項を前提条件として理解し、対応すること。

本システムは、発注者が別途整備を進める MIPとの連携を前提とした全体システム構成の一部である。

なお、MIP 自体の構築、改修及び運用は本調達の対象外とする。

本システムは、令和８年度（本調達）において２病院（足柄上病院及びがんセンター）を対象とした設計・

構築を行い、令和９年度以降にこの 2 病院以外の各病院に拡大させる想定である。

このため、対象規模の増大に耐えうる構成とすること。
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なお、当初の利用は、一病院当たり 5～10 件／日を想定している。

MIP 仕様未確定事項への対応

本調達の実施時点において、MIP の一部仕様には未確定の事項が存在する。

このため、今後の MIP の仕様確定や将来的な仕様変更の影響を受ける可能性があることを前提として、

本システムの設計・構築を実施すること。

② 責任分界

本調達に係る全体システムは、次に示す３層構造となっている。

第１層：各病院の電子カルテや医事会計等の既存業務システム群

第２層：MIP を中心とした共通基盤層。データの標準化、構造化及び第３層へのデータ提供（API 連携）

を担う

第３層：外部システム及び第２層のデータを参照・活用するアプリケーション群

本システムの設計・構築に当たっては MIP 構築事業者との連携が必要となる。上記 3 層構造を踏まえた発

注者、受注者及び MIP 構築事業者の三者間の主な責任分界は別途協議の上決定する。

調達範囲

本調達の範囲は、本システムの設計・構築に関する次の業務とする。

① 本システム等

下記一式を設計・構築すること。

病院間コンサルティングアプリケーション

MIP 構築事業者が提供するＡＷＳサービスを利用したアプリケーション実行環境

② 設計・構築業務

設計・構築業務は、「２．システム設計・構築要件」、「３．プロジェクト管理要件」、「4．運用・保守性」、「５．将来

拡張要件」、「６．納入条件」、「７．その他特記事項」に記載する各要件を満たし実施すること。本業務には、病

院間コンサルティング業務を支援するアプリケーションの設計・構築、本システムが MIP を介して標準化され

たデータを参照するための API 連携等による接続の確保、並びに本システムを稼働させるために必要な計

算資源、ストレージ等を MIP 構築事業者が提供するクラウド環境上に構築することが含まれる。
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2. システム設計・構築要件

病院コンサルティング業務概要

病院間コンサルティング業務は、院内併診を各病院間に拡張するものである。担当医が、他科の専門的な

診断や治療が必要と判断したときに、他病院の診療科に向けて実施される。

なお、依頼元、依頼先ともに医師等である。

① ユースケース

システムログイン［依頼元、依頼先］

依頼元が本システムにログインする（と初期画面に遷移する）。

依頼する［依頼元］

依頼元は、患者情報を登録し、依頼先にコンサルティングを依頼する。

引き受ける［依頼先］

依頼先は、対応できる場合は、着手と回答する。対応できない場合は、理由を記載し、辞退と回答する。

対応する［依頼元、依頼先］

依頼が完了するまで、依頼元、依頼先ともに問い合わせたいことや情報の追加が発生した場合、随時内

容を記載し、送信する。

診療終了［依頼先］

依頼先は、診療が終わったら、診療内容を記載し、その内容について依頼元に確認依頼する。

コンサルティング完了［依頼元］

依頼元は、診療内容が十分と判断した場合は、承諾する。診療内容に不明や不足などがある場合は、そ

の内容を記載し、問い合わせる。

依頼元は、辞退された場合、承諾する。別の病院や診療科に依頼するなら、新規で依頼を作成する。

依頼する（医療情報共有拒否の場合）［依頼元］

依頼元が患者情報を登録しようと患者情報を検索すると、医療情報共有拒否が通知される。

引き受ける（医師以外が依頼確認する場合）［依頼先］

依頼があることを、依頼先の医師以外が確認する。

システム機能要件

本システムは、発注者の病院間コンサルティング業務の一連のプロセスを支援する。受注者は、次に述べる

要件を満たした上で、業務を円滑に遂行するための機能を設計・構築すること。

① UI

目的達成までの操作ステップを最小限に抑えた直感的な操作性を確保した設計とすること。

医療安全を損なわないための透明性・追跡性を担保すること。

利用者の入力漏れや操作ミス等を防止することを目的として、入力内容の確認画面の表示や、入力漏れ

時等の警告メッセージ表示機能を実装すること。

画面上の表示データと、取得元である FHIR リソースとの間に情報のズレや欠落を排除し、医療情報と

しての信頼性を確実に担保すること。
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各画面において「P95 応答基準」を厳密に定義・遵守し、正確な情報を表示できること。

コンサルティングの依頼は引受側の医師若しくは診療科宛に発出すること。

患者情報の閲覧権限は病院・職種・診療科・部署ごとに組み合わせて設定でき、医師以外にも他職種が

閲覧できるよう制御すること。

依頼先に所属しない医師・他職種・他診療科・他部署は、依頼内容や患者情報を閲覧できないよう制御

することを原則としつつ、地域連携室等、業務上情報の閲覧が必要な職種については、発注者の判断に

より利用可能に設定できる機能を有すること。

本システムで必要となる、ユーザー管理、権限管理、マスタ設定やログの確認等を行うための管理者用

GUI 画面を提供すること。

管理者用 GUI 画面は、発注者が承認した管理者権限を持つユーザーのみが利用できるよう、適切なア

クセス制御を行うこと。

本システムの Microsoft Teams（以下「Teams」という。）連携・通知機能について次の要件を満たす

こと。

Teams を用いて、イベントの通知先として設定された利用者に対し、通知を送信できること。

本機能は発注者が管理する既存の Teams 環境を利用することを前提とし、新たなライセンスの

購入やテナント設定の変更は行わないこと。

Teams に係るユーザー管理、権限管理及び運用設定については発注者の運用範囲とし、本シス

テムは当該基盤との連携機能のみを提供すること。

Teams との連携テストに必要となるテスト用ユーザーアカウントは、発注者から提供されたもの

を利用すること。

② 画面別機能

本システムにおいて実施される病院間コンサルティング業務について、相談の依頼開始から完了に至るまで

の業務プロセスに基づき、利用者が当該業務を円滑に遂行するために必要となる基本的な画面及び画面単

位の機能を次のとおり示す。
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【業務プロセス】

 

ア トップ画面（SCR-001）

利用者の種別（依頼元／依頼先）に応じたステータス（依頼・回答・追加情報・最終更新日等）別件

数を表示できること。

緊急度が高い依頼（対応期限が近い依頼等）について、利用者が認識しやすい方法で強調表示で

きること。

利用者の種別（依頼元／依頼先）に応じた ToDo リストを表示できること。

患者名へのカーソルホバーにより、患者基本情報がポップアップ表示され、新規依頼ボタンが配

置されていること。

同一案件であっても、利用者の種別（依頼元／依頼先）に応じて適切なステータス区分及び表示

文言が切り替わること。なお、表示方法については、ステータス文言の切替表示又は依頼元・依頼

先別の一覧（タブ・区分表示等）により判別可能とすること。

イ 患者検索及び選択画面（SCR-002）

コンサルティング対象となる患者について、JP Core プロファイルに準拠した Patient リソース

等を参照し、患者 ID、患者氏名（漢字）、患者氏名（かな）、患者生年月日等により検索できること。

同姓同名患者が依頼元・依頼先いずれかに存在する場合のアラート表示ができること。

検索結果として患者候補のリストを表示できること。

患者 ID を入力すると、次の情報が表示されること。

患者氏名（漢字）、患者氏名（かな）、患者性別、患者生年月日 

依頼元医師が、検索結果で問題ないと判断したら、コンサルティング対象患者に決定できること。

患者 ID が空欄で、患者氏名（漢字）、患者氏名（かな）、患者生年月日を入力すると、次の情報が

表示されること。
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患者氏名（漢字）、患者氏名（かな）、患者性別、患者生年月日

検索結果が複数ある場合、1 つを選択することで、コンサルティング対象患者を決定できること。

ウ 依頼基本情報の入力画面（SCR-003）

依頼の件名を入力できること。

依頼先診療科を入力又は選択できること。

主傷病名を入力すると、入力文字に応じて、候補を表示し、それを選択できること。

依頼先病院を入力すると、入力文字に応じて、候補を表示し、それを選択できること。

依頼先診療科を入力すると、入力文字に応じて、候補を表示し、それを選択できること。

依頼先医師を入力すると、入力文字に応じて、候補を表示し、それを選択できること。

なお、空欄も可とすること。

緊急度（高／中／低）を選択できること。緊急度が高い依頼（対応期限が近い依頼等）について、

利用者が認識しやすい方法で強調表示できること。

回答期限を入力できること。

なお、カレンダーを表示して選択することも可とすること。

また、空欄も可とすること。

依頼先受信歴（有／無／不明）を選択できること。

エ 医療情報の自動取得画面（SCR-004）

JP Core の全プロファイルを参照できること。

視認性が良いように、プロファイルの概要表示、詳細表示を行き来できること。

依頼先に提供したい情報をチェックボックスなどで選択できること。

全ての情報を提供したい場合、「全情報を提供する」チェックボックスをチェックできること。

MIP から「医療情報共有拒否」が通知されたら、それを明示できること。また、入力中の依頼情報

に記録すること。

オ 依頼本文の入力及びファイル添付画面（SCR-005）

依頼本文を入力できること。

依頼元が患者情報参照について、許可又は不許可を設定できること。

画像、PDF 等のファイルを添付できること。

カ 送信前内容確認及び同意処理画面（SCR-006）

入力内容を確認用に表示できること。

依頼内容画面の URL を取得できること。

同意事項について、チェック操作により同意を記録できること。

同意がない場合は、送信ボタンが押下できないこと。

依頼内容をテキスト形式でコピーできること。

この画面に遷移する前の画面に戻り、修正できること。
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キ 依頼・受信一覧画面（SCR-007）

依頼先において、受信した依頼をステータス別に一覧表示できること。

選択した依頼について、サマリ情報を表示できること。

依頼内容をテキスト形式でコピーできること。

新着依頼について、強調表示できること。

ク 患者情報の詳細参照画面（SCR-008）

依頼元で許可された JP Core 情報を表示できること。

視認性が良いように、プロファイルの概要表示、詳細表示を行き来できること。

データの最新性を確保するため、必要に応じて医療情報を再取得できること。

なお、キャッシュ利用は必須としない。

ケ 回答作成及び送信画面（SCR-009）

回答内容を入力できること。

画像、PDF 等のファイルを添付できること。

回答送信完了画面を表示できること。

回答内容をテキスト形式でコピーできること。

依頼元に確認したいことやコメントなど、自由な記載欄があり、依頼元とやり取りできること。

依頼に対するコンサルティングが終了であれば、「終了確認」、コンサルティングは継続で確認事

項やコメントをやり取りしたい場合は、「問い合わせ」として入力を終了できること。

コ 追加情報の送受信画面（SCR-010）

依頼に紐づき、依頼元及び依頼先の利用者間で、追加情報の送受信ができること。

画像、PDF 等のファイルを添付したメッセージを送受信できること。

メッセージ履歴を時系列で表示できること。

サ 回答内容確認画面（SCR-011）

回答内容を表示できること。

追加依頼を任意で作成し、送信できること。

回答履歴を表示できること。

履歴内のリンク操作により、過去の回答内容を確認できること。

依頼内容及び回答内容をテキスト形式でコピーできること。

また、PDF 形式で出力できること。

回答内容を了承した旨を記録するため、「回答了承」ボタンを配置すること。

シ 完了処理画面（SCR-012）

病院間コンサルティング業務の状態を「対応完了」に更新できること。
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病院間コンサルティング業務は、作成、送信、回答、完了等の状態を持ち、業務の進行に応じて適

切に状態遷移すること。

完了の状態となった後は、完了の前への遷移は不可とする。変更が生じる場合は、変更の処理と

して扱うこと。

③ データ検索機能

ア 利用者の業務に即した検索・参照を実現するため、検索条件、フィルタ条件、また並び替え方法等につ

いて、各画面（SCR-003、SCR-005、SCR-009 等）において、業務に最適化されたレスポンスが得

られるよう MIP 側との調整を行うこと。

患者 ID、患者氏名（漢字）、患者氏名（かな）、患者生年月日等による検索ができること。

データの型に応じたフィルタリングができること。

データの内容に応じたソート、フィルタリングができること。

テキスト長文のデータは部分一致検索できること。

イ 医療情報参照時において、最新性を確保するため、必要に応じて FHIR リソースを再取得できること。

ウ 患者が MIP への情報提供に非同意の場合は、「医療情報共有拒否」の旨を画面上に明示して利用者が

判別可能とすること。

エ MIP からの FHIR データ取得時に応答遅延又は取得不可が発生した場合、処理中又は取得不可であ

る旨を画面上に明示すること。

④ 画面遷移

依頼元や依頼先に情報を送付する際、入力内容の確認画面が表示されること。

依頼元や依頼先に情報を送付する際、「一時保存」や「下書き」などで情報を保持したまま、保留できるこ

と。

依頼元や依頼先に情報を送付し、依頼の状態が遷移する際、「問い合わせ」「コンサルティング終了」など

の状態遷移を利用者が明示しやすいような操作とすること。

⑤ 機能要件に係る提案要求

業務プロセスに即し、かつ目的達成までの操作ステップを最小限に抑える「最適な画面構成（画面遷移

を伴わない単一ページでの複数画面の統合等）」を提案すること。

依頼・回答・追加情報の双方向連絡、履歴参照、通知機能が円滑に機能し、現場のコミュニケーション負

荷を下げる具体的な機能・画面遷移について提案すること。

病院間コンサルティング業務の目的及び判断プロセスに基づき、利用者の操作回数削減、待ち時間短縮、

自動入力等による「業務負荷軽減の具体策」を提案すること。

エ 利用者が直感的に使用可能な情報設計・用語・画面遷移について、ヒューマンファクターを踏まえた具体

的な画面設計思想を提案すること。

オ 情報量と視認性のバランス（要約と詳細の切り替え、重要項目の強調等）が適切に設計され、見落とし

や誤認識を確実に防止する「安全を確保した医療情報の表示方法」について、具体的な画面モックアッ

プを用いて提案すること。
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カ 各画面の性能要件について、MIP の参照特性を踏まえ、性能管理及びＵＸの劣化を抑制するための遅

延吸収 UI やバックグラウンドでの遅延読み込み等、設計・運用上の工夫について具体的に提案するこ

と。

非機能要件

本システムは、医療判断に直結する業務アプリケーションとしての高いユーザビリティ及び信頼性が求められ

る。受注者は、操作性、応答性能、可用性及び例外処理に係る要件を満たした上で、業務を円滑に遂行するため

の最適なアプリケーションを設計すること。

① 操作性

利用者にとって使いやすく、操作ミス防止に配慮された UI とすること。重要操作は確認画面等により

誤操作を防止し、不要な確認画面は表示しないこと。

ユニバーサルデザインに準拠すること。

OS 標準の右クリックメニュー、一般的なキーボードショートカット等の操作体系を実装すること。

特別な操作や理解が必要な機能について、ショートカットキー等の容易な操作でヘルプを表示できるこ

と。

アイコン表示を用いる場合、マウスオーバーで意味を表示すること。

操作画面、メニュー及びメッセージ表示において使用する用語は、一般的なウェブデザイン及び画面デ

ザインで広く用いられている分かりやすく予測可能な用語を使用すること。

システム内で使用する用語は、各病院のローカルな用語やシステムの専門用語ではなく、標準的な用語

を利用すること。

操作内容の誤認や誤操作を防止するため、削除、修正、中止等、意味や結果が異なる操作については、

定義を明確化し、全体で統一すること。

削除や修正等、取り違えやすい操作用語を、一連の操作内に並置しない等、誤操作を防止するための配

置及び表現とすること。

削除に関しては、一部削除、全体削除の誤動作を防ぐための確認ダイアログを表示する等の措置を講じ

ること。

② 応答性能

ア 各画面に定義された P95 応答速度の計測においては、MIP の API 応答時間、クライアント端末から

AWS 間の通信遅延時間及び仮想ブラウザ基盤に起因する画面描画・動作遅延を除外した本システム単

体の処理時間を評価基準とすること。

イ 検査結果（Observation(laboratory)）等、取得データボリュームが大きい参照処理では、P95 基準

を遵守し遅延を防ぐため、遅延読み込み等の実装を必須とすること。

ウ 多数の利用者による同時利用やピーク時のトラフィック増大を想定し、データ転送量及び API 呼び出し

回数を考慮し、ネットワーク及び運用コストが最適化される設計とすること。

エ 医療業務のピーク時間帯にトラフィックが最大化されることを想定すること。
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③ 可用性

ア 医療情報を扱う業務アプリケーションとして高信頼性を担保すること。

イ 障害時はサービス停止時間を最小化できるよう設計すること。

ウ 稼働率及び可用性は次の要件を満たすこと。

原則として 24 時間 365 日、連続して安定運用が可能な構成とすること。

本システム稼働率は、月次メンテナンス等の計画停止を除く 99.5%以上とすること。

MIP 参照可用性は、99.9%以上とすること。

ネットワーク可用性は、発注者が定める機構ネットワークの基準に準拠すること。

エ 復旧目標時間は、障害の発生を認知した時点を起算として、24 時間以内又は翌営業日前までのうち、

いずれか短い方とすること

オ 復旧目標時点は 24 時間内の直近夜間バックアップ時点とすること。

カ システム停止なく DB バックアップ等メンテナンスが行えること。

キ 診療科・利用者・運用制限時間等の変更は原則としてプログラム変更を伴わないマスタ設定で対応可能

な構成とし、マスタデータは CSV 抽出等による設定チェックやテスト環境での動作確認を経た上で本

番反映できる仕組みとすること。

ク 運用・保守方法について、発注者からの求めに応じて説明又は資料等による情報提供を行うこと。

ケ 電子カルテ端末及び機構ネットワーク端末から本システムを利用できること。

コ 本システムは、Web ブラウザを利用した Web アプリケーションとして動作すること。

④ 例外処理

ア 障害や通信エラー等で MIP 経由のデータ参照が不可となった場合、UI 上にてその旨を明確に表示す

ること。

イ API 呼び出し失敗時は、バックオフ制御を含む再試行処理を実装すること。

ウ MIP 側遅延時に画面が停止・ハングアップしないよう設計すること。

エ クライアント端末の画面操作レスポンスタイムを収集できること。その際、収集する属性情報（端末・操作

者・操作方法・対象患者・経過時間等）は、採用製品・サービスで対応可能な範囲とし、将来追加対象は発

注者と協議すること。

オ 応答遅延や処理待ちが発生した場合においても、利用者が現在の処理状況を把握できるよう、適切な

メッセージ表示等により状況が理解可能な UX を確保すること。

カ MIP 側の応答遅延や一時的な応答不可を前提として、ローディング表示、タイムアウト制御及びリトライ

制御を適切に組み合わせた設計を適用すること。

キ 障害発生時等において、システム横断的にエラー要因のトレースが容易に行えるログ構造を採用するこ

と。

⑤ 非機能要件に係る提案要求

ア アプリケーション利用において、応答性及び負荷増大時の性能維持について具体的に提案すること。

イ エラーや遅延発生時の再試行・タイムアウト・UI フォールバック方針について具体的に提案すること。
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ウ 将来的な病院数、利用者数及び対象患者の増加や、可用性向上を見据えたアプリケーション設計の工夫

について具体的に提案すること。

アプリケーションで取り扱うデータ要件

本システムで取り扱うデータには、依頼内容、回答内容等の他に、履歴及びログ、さらに MIP から取得参照

する医療情報がある。受注者はこれらのデータを適切に扱い、連携におけるデータ品質確保並びに将来的な仕

様変更及びデータ増大に柔軟に対応できる拡張性を実現するため、次のデータに関する要件を遵守すること。

① 本アプリケーションが生成したデータ

ア 当該業務データは、（ア）から（エ）を満たすこと。

依頼内容、回答内容、その履歴及びログについては、PDF 形式で出力可能なデータとして、本シ

ステム側に保持すること。

当該業務データの保管期間は、本契約期間中においては、各データの最終更新日を起算日として、

５年間とすること。

発注者の指示により、既存環境にて引き続き当該業務データの利用が可能な状態での引き渡し、

又は発注者が閲覧及び取得可能な方式による当該業務データの引き渡しのいずれかに対応でき

ること。

前各号に定める保管期間満了後の当該業務データの取扱い（返却又は消去）については、発注者

の指示に従うものとする。

イ ER 図及び機能設計に必要となるデータ項目については、機能上の操作や入出力で用いられる各デー

タ項目が、ER 図上のどのエンティティ又は属性に対応するかを、構築後も含めて設計資料上で追跡・確

認できること。

② 標準化データ

ア 患者の基本属性、傷病名、検査結果等、MIP から FHIR API 経由で取得する医療データは「参照専用」

として扱い、本システム内に診療録等の電子保存に対する３原則(真正性、見読性、保存性)の担保に不

要な実データを複製・保持しないこと。

イ MIＰから取得する標準化されたデータが表現する内容を理解し、取り扱うこと。

③ MIP との連携品質の確保

全てのリクエストにトレース ID（X-Request-Id 等）を付与し、MIP 側アクセスログと本システム側ロ

グとの突合を可能とすること。

イ 応答遅延が発生した場合に、当該遅延がどの処理段階又は構成要素で発生しているかを特定できるよ

う、処理時間や呼出経路等の必要な情報を継続的に収集・記録できること。

ウ 本システムでの API 呼び出しの分布（頻度・傾向）の計測や、エラーが頻発又は増加傾向にある個所の

把握を受注者が行えること。

エ 登録、更新等の状態を変更する API 処理については、通信再送等により同一リクエストが複数回実行さ

れた場合であっても、処理結果が一意に定まり、データの二重登録や不整合が発生しない設計とするこ

と。
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オ MIP と本システムの連携に関する品質を確保するため、疎通テスト、性能テスト、例外系テストについて

は、MIP 側と共同で実施すること。

カ テストにおける主なテスト項目は正常系疎通テスト、FHIR リソース別の性能検証、エラー発生時の挙動

確認、タイムアウト及び再試行ルールの策定、並びに大量データ取得時及びピーク時の性能確認等とす

ること。

④ アプリケーションで取り扱うデータ要件に係る提案要求

ア MIP の将来的な機能追加や提供範囲の拡大及び MIP が提供する API の仕様変更により一部項目の

追加・変更が生じた場合であっても、影響を局所化し、大規模な再設計を要さずに追随可能なデータア

ーキテクチャ及び対応方針を提案すること。

イ メッセージ履歴等の蓄積によるデータ容量肥大化に対しても、P95 応答基準を将来にわたり維持でき

るスケーラブルなデータモデルの設計を提案すること。

基盤・セキュリティ要件

本システムは、医療情報という極めて機微なデータを取り扱う性質上、堅牢なクラウドインフラと高度なセキ

ュリティ対策が不可避である。受注者は、クラウド基盤、認証・アクセス制御、セキュリティ対策、脆弱性等への対

応及びデータ保護に係る要件を満たした上で、可用性及び運用性に優れたアーキテクチャを設計すること。

① クラウド基盤

ア 本システムの稼働及び利用において必要十分な構成・スペックをクラウドサービス上で満たすこと。

イ 要機密情報を取り扱うクラウドサービスの選定、利用に関しては、「政府機関等のサイバーセキュリティ

対策のための統一基準（令和 7 年度版）」の「4.2.1 クラウドサービスの選定（要機密情報を取り扱う場

合）」「4.2.2 クラウドサービスの利用（要機密情報を取り扱う場合）」の内容を遵守すること。

ウ 情報資産を管理するデータセンタの設置場所については「政府情報システムにおけるクラウドサービス

の適切な利用に係る基本方針」を遵守し、日本国内リージョンに限定すること。

エ データの保存・バックアップ・冗長化は同一国内リージョン内で完結する構成とし、クロスリージョンレプ

リケーション等は使用せず、発注者の書面による事前の指示がない限り、機微な医療情報を含む一切の

情報資産が日本国外へ持ち出され、又は国外リージョンに保存されることがないことを保証すること。

オ 利用者がアクセス可能な部分を除き、保守等を目的として国外からの情報資産へアクセスする場合も、

本項で禁ずる「日本国外への持ち出し」に該当するものとして取り扱うこと。

カ クラウドサービスの契約について契約の解釈が日本法に基づくものであること。

キ 情報資産の所有権がクラウドサービス事業者又は受注者に移管されるものではないこと。

ク 設定変更時の影響が相互に波及しないよう、本システムのクラウド基盤は MIP とは論理的に分離され

た領域として構築すること。

ケ MIP との接続に際しては、発注者及び MIP 構築事業者が指定する接続方式、接続点及びインターフェ

ース仕様を遵守すること。

コ 本仕様における論理分離（運用・設定ルールによる分離）は MIP との責任分界を変更するものではな
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いことを前提とし、本システムのクラウド基盤に係るネットワーク及びセキュリティ設定は受注者の責任

において実施すること。

サ MIP との接続に関わる設定変更が必要となる場合は、受注者の判断で設定変更を行うのではなく、発

注者及び MIP 構築事業者と協議の上、発注者の承認を得て対応すること。

シ リモート保守等のためにインターネット回線とクラウド基盤との接続点が必要となる場合、インフラ構築

を担当する MIP 構築事業者に対し必要要件を提示したうえで、利用するサービスの選定、インターネッ

ト回線を通じたセキュリティ侵害を防ぐ施策を MIP 構築事業者と協議の上、構築の依頼を行うこと。

② 認証・アクセス制御

ア ユーザー認証は、発注者の ID 基盤である Entra ID を用いたシングルサインオンにより実施する。

イ 認証方式は OAuth2/OIDC に基づくトークンベース認証を前提とし、MIP から連携されるトークンを

取得・利用して認証及びセッション確立を行うこと。

ウ 認証方式は原則として Entra ID を用い、受注者による別系統の認証方式の独自実装又は利用を行わ

ないこと。ただし、メンテナンス対応等でやむを得ず別方式が必要となる場合は、発注者の承認を得た

上で、セキュリティ及び運用影響を踏まえ、別途要件を定義すること。

エ 本システムの設計、実装及び接続方式の検討に当たっては、MIP のアクセス及び認証経路に関する次

の（ア）から（ウ）の構成を前提条件として考慮し、これらを変更又は代替する提案を行わないこと。

クライアント端末からの HTTP(S)通信は、院内ネットワーク及び機構ネットワークを経由し、専用

線接続サービスを通じて AWS 上の VPC に到達し、MIP ポータルへアクセスする。

MIP ポータルにおいて、Entra ID を用いた認証を実施し、OAuth2/OIDC に基づくトークン

を取得する。

認証後、MIP ポータルから各アプリケーションへトークンを連携し、各アプリケーションは当該ト

ークンを検証した上で利用を開始する。

オ 認証成功後に利用可能アプリ一覧やユーザー属性等を表示する「MIP簡易ポータル画面」が設けられる

という MIP の設計方針を前提条件として理解・考慮した上で本システムの設計・実装を行うこと。

カ MIP 側で想定している Entra ID 側の設定内容（クライアント ID、リダイレクト URI 等）を前提条件と

して理解・考慮した上で、本システムの認証連携、API 設計及び実装を行うこと。

キ 本調達において、受注者が Entra ID におけるアプリケーション登録の方式を独自に変更又は代替す
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る提案を行わないこと。

ク 本システムにおいてユーザーを一意に識別するためのキーは、MIP ポータルにおいて採用されている

ユーザー識別キー（Entra ID に基づく識別子）に一致させること。

ケ 具体的な識別子（UPN、オブジェクト ID 等）については、MIP ポータルの設計・仕様に従うものとし、本

システム側で独自に指定又は変更する提案を行わないこと。

コ 利用者の権限（認可）は、Entra ID のグループ若しくはカスタム属性を用いて付与し、本システム側で

はトークンに含まれるグループ情報等からロールを判定すること。

サ ロールと業務機能（画面・操作権限）の対応表を本システム側で定義し、要件定義の中で発注者と合意の

上設定すること。

シ 利用者に付与されたロール（依頼医、引受医、管理者等）に基づく、適切なアクセス制御を実装すること。

ス 診療科及び各病院単位でのデータの閲覧権限制御を確実に行うこと。

セ 例外的に閲覧権限制限のないスーパーユーザー（システム管理や障害調査等の目的で、発注者が明示

的に承認した特定の特権管理者アカウントを指す。）を設けることができること。

ソ 本システムは、これらのポリシーによる認証結果（成功又は失敗）をそのまま受け入れる形とし、MFA の

実装を本システム側で独自に行わないこと。

タ 本システムにおいては、利用するクラウドサービスが提供するユーザー及びシステムの識別情報やアク

セス制御機能（例：ロール、ポリシー、権限定義等）を用いて、操作権限の管理及び制御を行うこと。

チ 操作権限は最小権限の原則に基づき設計し、保守作業等で一時的な権限昇格や例外的な対応が必要な

場合は、事前承認を得て実施した上で速やかに元の状態に戻し、当該特権操作の一連の監査ログを記

録・保存すること。

③ セキュリティ対策

ア MIP と本システムの２層構造による多層防御を行い、両者の役割分担の下で漏洩・改ざん・不正利用を

防止する仕組みを構築すること。

イ 本システムにおける通信は、全て TLS1.2 以上による暗号化通信とすること。

ウ クラウドサービス上で取り扱う情報について、機密性及び完全性を確保するためのアクセス制御、暗号

化及び暗号鍵の保護並びに管理を確実に行うこと。

エ 本システムにユーザーが登録する添付ファイルは AES256 で暗号化保存し、改ざん防止のため添付ハ

ッシュ（SHA256）を記録すること。

オ 個人情報・機微情報については、発注者において、職員のロール・利用機能（画面）に応じたマスキング

設定を行えること（範囲は発注者と協議すること）。

カ 個人情報保護のため、クライアント端末上に患者情報を残さない設計を原則としつつ、やむを得ず残る

場合は利用終了後に自動抹消し、自動抹消が困難な場合は、データ持出制限端末からのアクセスのみ許

可すること。

キ SAST 又は DAST 等の検査により OWASP Top10 等への脆弱性対策を実施し、検出されたシステ

ムの機密性・完全性・可用性又は医療業務に著しい影響を与える脆弱性（以下「重大な脆弱性」という。）

は受入時までに是正完了し、重大な脆弱性には該当しないが、放置すると情報漏洩や業務影響につな

がるおそれがある脆弱性は是正計画を発注者と合意すること。
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ク 署名付きビルド、シークレット管理、SBOM 作成・提出等によりサプライチェーン汚染防止の仕組みを構

築すること。

ケ FHIR API 連携に関するセキュリティとして、レスポンス破損検出、異常データ検出（日付欠損・標準コ

ード不整合等）及び例外処理の実行・検出が可能であること。

コ 患者情報保護とプライバシー権を担保したシステムであり、診療録等の電子保存に対する３原則(真正

性、見読性、保存性)を遵守したシステムであること。

サ 「医療情報システムの安全管理に関するガイドライン」の最新版に対応した情報セキュリティの安全確保

とシステムの安全対策が十分に施されていること。

シ 「医療情報を取り扱う情報システム・サービスの提供事業者における安全管理ガイドライン」の最新版に

対応した安全管理やリスク管理を実施し、情報セキュリティの安全を確保すること。

ス 本システムは、その操作を行う者を識別して認証すること。

セ 本システムは更新履歴の保存を行うこと。

ソ 過失による記録の誤消去防止対策が講じられていること。

タ 真正性担保や改ざん防止のために、操作者、操作時間をログとして残すこと。当該ログは最低 5 年間保

存すること。

チ 不正な利用者による故意による虚偽入力、書き換え・消去及び混同の防止策が講じられていること。

ツ 発注者が、利用者のアクセスログ等の解析を行えること。

テ 本システムへの不正な接続及び不正なソフトウェアのインストールができないこと。

ト 本システムは、分散保存された情報を関連付ける機能を有すること。

ナ 本システムは、情報の区分を設定できて、その区分にしたがってアクセス権等の設定が可能なこと。

ニ システムに対するアクセス権限の割り当てを制御するため、利用者管理の手順を明確にすること。

ヌ 本システムにおいて原本として管理する業務データ（依頼記録、回答記録、同意情報、監査ログ等）につ

いて、不適切なソフトウェア動作や設定ミス等に起因する情報の破壊又は混同が生じないよう、必要な

技術的及び運用上の対策が講じられていること。

ネ 本システムの変更に際して、変更前に蓄積した情報の継続的利用を図るための対策が講じられている

こと。

④ 脆弱性等への対応

本システムに係る瑕疵対応及び動作又はセキュリティに関する不具合対応は、本調達の範囲に含まれる

ものとし、受注者はその責任において対応すること。

引渡し前に脆弱性診断を実施すること。脆弱性が検出された場合、受注者の費用負担で、修正を行い、

再診断で安全性が確認されるまで、繰り返し実施すること。

⑤ データ保護

ア 本システムについて、デイリーバックアップを必須として実施し、世代管理の方式としてフルバックアッ

プ 2 世代及び差分バックアップ 7 世代を基本とすること。具体的なバックアップ方式、保存期間及び運

用方法は、受注者が計画案を提示し、発注者と協議の上、発注者の承認を得て確定すること。

イ バックアップ処理は人的作業を介さず自動で実施でき、かつ処理中もシステムの中断やレスポンス速度
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の低下を伴わない設計とすること。

ウ PITR（ポイントインタイムリカバリ）が可能であること。

エ 病院間コンサルティング業務に係るデータ領域（機能要件で求める各機能での依頼内容、回答内容、関

連メッセージ及び添付ファイルを含む）について、業務上必要なデータを完全に復元できること。

オ 復元を行う事象が発生した場合、復元前後のデータについて、ID、時系列、ハッシュ値等を用いて、欠

損・改変・順序不整合が発生していないことを確認できること。

カ DB のバックアップについては、転送時及び保存時の双方において暗号化を実施すること。

キ 利用者の過失や故意による情報の破壊（削除・上書き等）を防止する機能を備えるとともに、万一破壊

が発生した場合でも本仕様書に定める復旧目標時点まで確実に当該情報を回復可能とする機能又は

手段を有すること。

ク 監査ログは業務記録の信頼性を担保する仕組みとして位置づけ、全ての操作に対して必ず記録するこ

と。

ケ 監査ログとして、操作した利用者を特定できる情報等、記載の 7 項目の情報を記録すること。

操作した利用者を特定できる情報

行われた操作の種類（登録、更新、閲覧等）

操作対象となった情報の種類及び識別番号

操作日時

アクセス元のネットワーク情報

利用した端末又はブラウザに関する情報

内容が変更される操作については、変更前及び変更後の内容が確認できる情報

コ 監査ログは、事後的な改ざんを検知可能な方式（例：書き換え不可領域への保存、又はハッシュによる整

合性検証）で保存すること。

サ 監査ログは 5 年以上保存するとともに、発注者が内容の確認や病院間コンサルティング業務の実績評

価（依頼・引受件数等）に活用できるよう、関連情報を CSV 形式で出力可能なデータ構造・仕組みを提

供すること。

シ 監査対応及びトレーサビリティ確保の観点から、MIP 側のアクセスログと本システムの監査ログの突合

方式を確立すること。

ス 本システムにおけるログの取得、保存及び提供については、次のとおり責任範囲を明確にした上で実施

すること。

(ア) MIP API に対するアクセスログ（API 呼び出し履歴等）については、MIP 構築事業者が MIP 上

に記録することを前提とする。

(イ) 本システムにおける利用者操作、認証・認可等に関する監査ログについては、受注者の責任におい

て取得、保存及び管理すること。

⑥ 基盤・セキュリティ要件に係る提案要求

ア クラウド基盤上のアプリケーション構築について、次の事項を踏まえ、提案すること。

AWS で使用するクラウドサービス 

具体的なスペックと選定理由
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イ 重大な脆弱性を発生させないための設計・実装等の対策計画を明確化し、脆弱性診断（SAST 又は

DAST）や侵入テストの対応方針、CI/CD プロセスにおける安全管理対策について提案すること。

ウ バックアップ及び PITR の設計について、原本データの完全復元と整合性検証までの担保方法を提案

すること。

エ 添付ファイルの保存時暗号化（AES-256）及びハッシュ化（SHA-256）について、システムの可用性と

運用性の両立を図る具体的な実装方針を提案すること。

オ アプリケーションで取り扱う情報に関するセキュリティ対策として、機密性及び完全性を確保するため

のアクセス制御、暗号化及び暗号鍵の保護並びに管理に係る具体的な実装方式及び管理手順を提案す

ること。

3. プロジェクト管理要件

本調達は、発注者が別途整備を進めている MIP をベースとして、複数のシステム事業者が参加する総合プロ

ジェクトである。受注者は、仕様変更等のリスクを適切に管理し、プロジェクトを確実に成功に導くため、次の実

施体制、進行管理及び品質保証に係る要件を遵守すること。

実施体制に係る要件

本システムの開発は、発注者が別途整備を進める MIP 構築と並行して実施されるため、複数事業者間での

高度なマネジメント能力と、医療情報標準化仕様（HL7 FHIR 等）に関する専門的な知見が不可欠である。また、

医療判断を支援する業務アプリケーションとして、極めて高い信頼性と安全なユーザビリティの確保が求めら

れる。

受注者は、本プロジェクトを円滑かつ確実に遂行するため、責任の所在を明確にした強固な実施体制を構築

するとともに、次の要件を満たす十分な資格、実績及び専門的知見を有する要員を配置すること。

① 体制確立

本システムの設計・構築・テストを確実に遂行するため、責任の所在を明確にした業務実施体制を編成す

ること。

その際、業務全体に対する最終的な責任を負う統括責任者及び、日々の業務を取りまとめるプロジェク

トマネージャとして責任者を選任すること。

責任者については、プロジェクトマネジメントの効率化及びコスト効率の観点から、PMO や一部のリー

ダー業務等を兼務することを妨げないが、統括責任者とは異なる要員とすること。

② 要員管理

提案する要員・体制（責任者及び主要な要員を含む）については、本業務の遂行期間中から、原則として

変更しないこと。やむを得ず要員を変更する場合は、同等以上のスキル・資格・経験を有する者を後任と

して配置することとし、事前に発注者の承諾を得ること。

責任者は受注者の直接雇用者とし、再委託先に所属する者を配置しないこと。
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③ 資格実績

責任者は情報処理技術者試験のプロジェクトマネージャ試験合格又はプロジェクトマネジメントプロフェ

ッショナル資格保有者とすることを原則とするが、未保有であってもシステム開発プロジェクト（医療情

報システム等）での 5 年以上の全体管理実務経験を有することで要件を満たすものとみなす。

責任者又は要員の中に、次の情報処理に係る資格のいずれかを取得しており、かつ、当該資格に係るス

キルを用いた実務経験を 3 年以上有する者を少なくとも 1 名以上配置すること。

情報処理技術者試験の IT ストラテジスト試験の合格者

情報処理技術者試験のシステムアーキテクト試験の合格者

情報処理技術者試験のプロジェクトマネージャ試験の合格者

情報処理技術者試験のネットワークスペシャリスト試験の合格者

情報処理技術者試験のデータベーススペシャリスト試験の合格者

情報処理技術者試験の情報処理安全確保支援士試験の合格者

情報処理技術者試験の応用情報技術者（又は旧第一種情報処理技術者）試験の合格者

責任者又は要員の中に、医療情報システムに係る知見や、医療情報及びその取扱いに係る十分な知識

を有する者を少なくとも 1 名以上配置すること。（※責任者による兼務も可とする。）当該要員は、次の

いずれかを満たすこと。

日本医療情報学会医療情報技師育成部会が認定する「上級医療情報技師」の資格を有する者

医療情報システム（電子カルテシステム等）の開発、導入又は保守運用に関する実務経験を 5 年

以上有する者

情報システム全般の開発、導入又は保守運用に関する実務経験を 5 年以上有し、かつ、医療情報

システムに関する 1 プロジェクト以上（又は 1 年以上）の実務経験を有する者

④ 専門要員

業務実施チームには、医療標準化仕様（FHIR/ICD10・11/JLAC11/JP Core 等）に対する理解と継

続的なキャッチアップ力を有する要員を配置すること。

業務実施チームには、高負荷環境や多拠点・複数職種による利用を前提とした安全性と UX を両立でき

る設計・開発能力を有する要員を配置すること。

⑤ 導入実績

受注者は、記載の 2 点の実績をいずれも有すること

400 床以上の医療機関を対象として、医療機関向けの業務システム又は業務アプリケーションに

ついて、クラウド環境上での構築又は導入実績を有すること。

発注者以外の関係主体（医療機関、研究機関、自治体、基盤提供事業者、委託先事業者等）が関与

するシステム構築等のプロジェクトにおいて、仕様調整、役割・責任分界の整理、変更管理、テスト

調整等を含む調整・連携を行いながらプロジェクトを推進した実績を有すること。

進行管理に係る要件

① プロジェクト管理
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「６．納入条件」で示す業務実施計画書を作成し、発注者の承認を受けること。業務実施計画書を変更す

る場合においても同様とする。

あらかじめシステム導入のスケジュールを発注者に提示したうえ、導入の経過進捗状況を週 1 回以上、

発注者に報告すること。なお、遅滞が発見された場合は、その対処方法を報告すること。

② 会議体の運営及び情報共有

業務開始時にはキックオフ会議を開催し、業務実施計画書の内容を発注者の業務関係者に説明周知す

ること。

業務実施計画書に則り、システム構築の進捗等について発注者に対し、週 1 回以上の定例報告会を行う

こと。

発生した課題に関しては、リスク・課題管理台帳を作成し、適切に進捗を報告すること。本業務の前提条

件、仕様又は工程等に変更が生じる場合には、変更管理として、変更内容、発生要因及び影響範囲を整

理の上、発注者と協議し、対応方針を決定すること。

簡易な内容（仕様、前提条件、工程又は成果物に影響を及ぼさない情報共有や状況報告等）については、

定期会議に拘らず、適時メール等により報告すること。

急を要する相談・課題については、発注者に速やかに連絡・相談を行うこと。

システム導入時の打合せや検討会等の記録は全て議事録を作成し、会議の開催ごとに遅滞なく発注者

に提出すること（会議後 1 週間以内に提示）。

③ 外部調整

MIP 構築事業者、発注者及び接続対象となる病院・ネットワーク事業者等との協働が必須であることを

踏まえ、仕様策定、テスト、変更管理及び接続に関する技術的な調整・協議及び情報共有を、受注者の責

任において主体的に実施すること。

MIP 構築事業者に対しては、開発及びテストに必要な API 仕様の開示、接続及び変更に関する技術的

な連携を遅滞なく行うこと。

MIP API に起因する事項であっても、本調達範囲に属する業務の遂行責任は受注者が負うものとする。

品質保証に係る要件

① テスト実施

本仕様書に記載の要件を満たしていることを確認し、かつ品質を確保するため、受注者は単体テスト、

結合テスト及び総合テストを確実に実施すること。

品質確保の観点から必要と判断した追加のテストについても、受注者の責任において実施すること。

発注者が主体となって実施する受入テストに当たっては、テスト環境の提供、テストデータの準備、手順

書作成、立会い等、必要な支援を行うこと。

② リカバリテスト

障害発生時の復旧手順が仕様通りに機能することを確認するため、バックアップからの復旧及びフェイ

ルオーバーを含むリカバリテストを実施すること。
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プログラムのテストランに使用するデータは発注者の提供するものを用い、実際の稼働環境に適切なプ

ログラムであるかどうかを確認すること。なお、テストの実施に当たっては、発注者が提供するデータに

マスキングや匿名化等の適切な保護処理を施したテストデータを用いること。

③ 検討環境

システムサーバーが稼働するまで、仮のデモシステムを常設し、打合せ等で画面を見ながら検討会議を

実施できる環境を整えること。

プロジェクト管理要件に係る提案要求

① 体制・専門人材に係る提案要求

業務実施チーム内の編成、役割及び関与等について、提案すること。

② 変更管理に係る提案要求

仕様変更に対応するためのプロジェクト管理体制について提案すること。

4. 運用・保守性

本システムは、医療機関のコンサルティング業務を日常的に支える極めて重要な基盤である。受注者は、シス

テムの稼働開始から契約終了に至るまで、安定稼働と継続的な品質維持を実現するため、次の運用監視、保守

に係る要件を遵守すること。

運用監視に係る要件

① 運用管理

不具合を自動的に検知し、通知する機能を有していること。

② 障害影響緩和

障害発生時においても、病院業務の遂行に支障を及ぼす影響を極小化し、復旧に向けた保守管理操作

を容易にするシステム設計とすること。

運用・保守性に係る提案要求

① 運用監視

本システムが正常に動作しているかを監視するための機能について具体的に提案すること。

5. 将来拡張要件

本システムは令和 8 年度に 2 病院で利用を開始し、令和 9 年度以降に残り 3 病院を追加して計 5 病院へ拡

大する想定である。この将来の拡張を円滑かつ低コストで実現するため、インフラ・アプリケーション・運用の各

側面から、次の事項を網羅した総合的な拡張戦略を提案すること。

将来的な 5 病院拡大を見据えた総合提案要求

① コストモデルに係る提案要求

３病院を追加するにあたり、クラウド利用料等のインフラリソース費用、ソフトウェアライセンス費用及び

保守費用がどのように変動するか、そのコスト増加の考え方を概ねの規模をもって提案すること。
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② 追加開発抑制に係る提案要求

３病院の追加時において、受注者によるプログラム改修作業を極力不要とし、発注者側の操作（管理者

用 GUI 画面からのマスタ追加やアカウント設定等）のみで円滑に展開するための工夫について提案す

ること。

また、受注者への委託が不可避となる作業が存在する場合は、その作業項目を明示すること。

③ 拡張アーキテクチャに係る提案要求

病院数及び利用者数の増加に伴うトラフィック・データ量増大時においても、「P95 応答基準」を維持す

るための具体的なシステム拡張方式（スケールアップ・スケールアウト、システム処理分割・平準化等）に

ついて提案すること。

また、拡張作業時にシステム停止を伴うかどうかを明記すること。

6. 納入条件

本調達において、受注者が作成・提出する成果物は、システムの品質を証明し、将来的な保守・拡張や他事業

者への円滑な引継ぎを担保する極めて重要な情報資産である。受注者は、次の成果物一覧、納入方法及び検収

手続きに係る要件を遵守すること。

成果物一覧

本調達では、次の成果物を提出すること。なお、これらを満たすことができれば、発注者と受注者双方で協議

及び合意の上、変更してもよいこととする。

工程 成果物 納品期日

プロジェクト管理 体制表 契約後、2 週間以内

リスク・課題管理台帳 契約後、1 カ月以内

議事録及び打合せ記録 会議終了後 1 週間以内

運用検討・設計 業務要件定義書 発注者と受注者の間で合意
した日付まで業務実施計画書

機能要件定義書（※FHIR 利用項目・API 要件一覧を包
含）
非機能要件定義書

アーキテクチャ設計書

画面仕様書

データモデル設計書（ER 図：論理・物理）

API 及び FHIR インターフェース仕様書（OpenAPI 
YAML 等）

システム開発及
びシステム検証

ソースコード一式

コーディング規約

ビルド/デプロイ手順書

運用監視・モニタリング定義書（設定ファイル等）

各種テスト計画書/結果報告書（※MIP 例外テストを包含
した結合テスト、FHIRパフォーマンス測定を包含した性能
テスト等テスト報告群）

脆弱性検査報告書

セキュリティ・
管理

セキュリティ計画書
監査ログ設計書
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工程 成果物 納品期日

鍵管理手順書

版管理・配布台帳

SBOM（ソフトウェア部品表）及び権利帰属一覧

成果物の納入方法

① 納入形式

成果物を日本語で作成すること。なお、ドキュメント類（計画書、設計書、手順書等）については紙及び電

子データにより納入し、プログラムコード、パラメータシート等のデータ類については電子データのみに

より納入すること。

電子媒体等に保存する形式は、次のとおりとする。ただし、発注者が別に形式を定めて提出を求めた場

合はこれに従うこと。

ドキュメント類は PDF 形式及び Microsoft Of㉀ce 2021で読み込み・編集可能な形式とす

ること。

プログラム、設定ファイル等は汎用的なテキスト形式（ソースコード形式）、CSV 形式等、再利用及

び機械判読が可能な形式とすること。

発注者が指定する場所に納入すること。なお、電子データの納入については、セキュリティが確保された

クラウドストレージへのアップロードをもって代えることができるものとする。

検収手続

① 検査実施

検収は、発注者が行う検査に合格し、かつ、本システムが正常に稼働することを確認した時点をもって完

了とすること。

② 受入条件

受入時点において、本仕様書で定義する重大な脆弱性が未是正の状態で残っていないこと。

納入条件に係る提案要求

① ベンダーロックイン排除と可読性の確保

受注者は、将来的に本システムの運用・保守事業者が変更になった場合であっても、運用引継ぎに支障

をきたさない成果物体系を提案すること。また、データモデル（ER 図等）をはじめとする各種技術資料

について、システム構成を容易に把握できるわかりやすい記述方式や工夫について提案すること。

7. その他特記事項

本調達の実施及び本システムの契約、業務履行等に関して、前章までに分類されないものの、全体に共通し

て適用される次の特記事項（前提条件、コンプライアンス、契約不適合責任等）について遵守すること。

契約前提条件

① 仕様書優先適用
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本調達の提案及び契約に当たっては、次の事項を前提として取り扱うこと。

提案書その他の提出資料において、本仕様書の記載内容と異なる内容が記載されていた場合であって

も、本仕様書の内容が優先して適用されるものとすること。

要件の一部省略や機能削減は認めないが、発注者の判断により妥当と認めた場合は代替案による履行

を許容する。

MIP 側の仕様未確定等に起因し完全な履行が著しく困難となった場合は、今後の対応について発注者

及び受注者双方で対応を協議の上、決定すること。

② 提案書位置づけ

技術提案書は本仕様書要件の実現方法や工夫を示すものであり、提案内容や技術評価点の高低が、本

仕様書記載要件の履行義務を免除又は軽減するものではない。

③ 付帯費用

本業務の履行に際して発生する資料作成のための消耗品費や交通費、通信費等一切の付帯費用は、提

案額に含めること。

④ 使用言語

発注者への成果品を始めとした全ての提出物及び会話・文書・メール等全てのコミュニケーションは日

本語を用いること。

コンプライアンス要件

① 疑義協議

業務の遂行上、仕様書の解釈に疑義が生じた場合は、本仕様書の趣旨を踏まえ、発注者及び受注者双方

が誠意をもって協議を行うものとする。協議の結果については、原則として当該協議結果に基づき対応

方針を決定するものとすること。

② 法令対応

法令改正、ガイドライン改訂等により、本システム又は成果物に仕様変更が必要となった場合は、受注者

は速やかに当該変更の影響（対応内容、工数、費用、スケジュール等）を整理し、発注者に報告の上、発注

者及び受注者で協議の上、対応方針を決定するものとする。

③ ソフトウェア利用及び不正接続制限

受注者が利用するソフトウェアは、動作およびセキュリティについて十分な検証が行われ、発注者の承諾

を得たものに限るものとする。

発注者の承認なくシステムの構築、保守環境とインターネット環境の接続を行うことは厳禁とする。

④ 費用内訳

機器名、数量及び費用内訳を把握するため、受注者は発注者の求めに応じて、納入物件の明細、保守体

制、利用費用及び保守費用の内訳を発注者へ提出すること。

検収支払に係る要件

① 要件未達対応

契約後に本仕様項目を満たしていないことが判明した場合は、契約不適合として、受注者の責任により

是正することを原則とする。やむを得ない事情があると発注者が判断した場合に限り、対応方針につい
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て協議を行うことができる。


